
2021年4月1日

健康・医療・介護情報利活用検討会
医療情報ネットワークの基盤に関するワーキンググループ

（資料２）

医療情報の共有の現状と課題 - 情報と基盤 -



１．共有する医療情報について

診療継続のため、複数医療機関等で利用する

「１次利用」を主眼



電子カルテシステム等の普及状況の推移
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保険医療情報の閲覧の仕組み

第４回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第３回医療等情報利活用ＷＧ及び
第２回健診等情報利活用ＷＧ 資料
（令和２年10月21日）より抜粋

4



医療情報を患者や全国の医療機関等で確認できる仕組み
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第７回データヘルス改革推進本部資料
（令和２年７月30日）より抜粋（一部改変）



患者が確認できるレセプト情報

第７７回社会保障審議会医療部会
（令和2年12月25日）資料５より抜粋
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全国の医療機関等が確認できるレセプト情報

第７７回社会保障審議会医療部会
（令和2年12月25日）資料５より抜粋
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レセプト医療情報の閲覧イメージ

8※ 各画面イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。また、医療機関等のシステムにより見え方は異なる。



医療情報の規格 H L 7  F H I R
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医療情報の交換規格に関する諸外国の状況
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国 医療情報の交換規格の活用状況

米国

HL7 FHIRベースのAPI実装を促すことを目的としてインセンティブ・ペナルティ施策を導入している。更に、国が運営す
る情報システム（CMS）においてFHIRを採用し、実装ガイド等の展開を図っている。
C-CDA（経過記録用臨床文書構造）はHL7 CDAで整備されており、HL7 FHIRへのマッピング等は今後の課題と
して検討中。
電子カルテベンダー：主要４ベンダーで50％以上シェアを占有。

英国
電子カルテ調達契約において、HL7 FHIRを採用する標準仕様が定められている。国が運営するNHS Englandにお
いては実質的に実装が義務化されており、APIや実装ガイド等の整備を行っている。
電子カルテベンダー：主要４ベンダーで50％以上シェアを占有、その他30弱のベンダーが参入している。

オランダ

医療情報システムからPHR向けにデータ抽出・送信を行うため、FHIRを採用したAPI・実装ガイド等の整備・提供が
官民連携により行われており、インセンティブ施策として医療機関・PHRベンダ向けの補助金制度および中小企業向け
の投資を行っている。
医療機関間の連携については既にHL７ V3で構築され、HL7 FHIRへの移行は課題。
電子カルテベンダー：主要10ベンダーでほぼシェアを占有している。

日本

2010年３月から、厚生労働省標準規格の制定が開始。
・ 医療情報の交換規格として、臨床検査・放射線・処方情報についてHL7 V2.5を採用。
・ 医療文書として、診療情報提供書・退院時サマリについてHL7 CDAを採用。
・ その他、コードやデータ格納方法等に関する標準規格を採用。
HL7 FHIRについては、まだ厚生労働省標準規格として採用されていない状況。
電子カルテベンダー：主要７ベンダーで50％以上シェアを占有、その他多数のベンダーが参入している。

平成29年度事業：諸外国における医療情報の標準化動向調査一式（医技室） 令和元年度事業：HL7 FHIRに関する調査研究一式（情参室）等より一部抜粋し作成



医療情報の共有に関する現場のニーズ（１／２）
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医療情報の共有に関する現場のニーズ（２／２）
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電子カルテ情報及び交換方式の標準化

HELICS協議会
審議中

第７７回社会保障審議会医療部会
（令和2年12月25日）資料より抜粋(一部改変)
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救急時に有用な検査情報及び生活習慣病関連の検査情報
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第６回健康・医療・介護情報利活用検討会、
第５回医療等情報利活用ＷＧ及び
第３回健診等情報利活用ＷＧ 資料
（令和２年12月09日）より抜粋



厚生労働省標準規格化に向けた進め方
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１．まとめ
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○ レセプトに基づく薬剤情報は2021年10月、手術・透析情報等、医学管理等情報等は

2022年夏から、本人同意の上で、医療機関等でも確認できるよう、

仕組みを整備しているところ。

○ 電子カルテ情報及び交換方式の標準化に向けたHL7 FHIR規格文書として、

診療上の一次利用で有用な、傷病名、アレルギー情報等を含む、

診療情報提供書等を進めている。

[留意事項]

・これまでの電子カルテ等のシステムは、クローズドなネットワークで

外部ネットワークと分離されていることが一般的。

・厚労省標準コードが広く利用されているわけではない。

など



２．医療情報の共有基盤



地域医療情報連携ネットワークの現状
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地域医療情報連携ネットワークの効果
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地域医療情報連携ネットワークのネットワーク図
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２．まとめ
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○ これまで地域医療情報連携ネットワークの構築を進めてきた。

[留意事項]

・地域の医療情報・介護情報、さらには救急時対応にも広く活用されているネットワークが

ある一方で、カルテ情報を開示している医療機関やアクセス医療機関が少数の

ネットワーク、患者登録率が低いネットワークなど、一部活動が低調なネットワークも

存在しており、患者・医療機関ともにカバー率が全国的にみて十分ではない。

・参加する医療機関の会費等の自主財源により順調に運営を行うネットワークが

ある一方で、サーバーの運営コスト等から事業の継続性に懸念のあるネットワークが

一部見受けられ、ランニングコスト等の問題から持続可能性に課題がある。

など



３．その他（関連事項）

（１）次世代医療基盤法



本人は提供
拒否可能

次世代医療基盤法について
（正式名称：医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律）
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患者・国民

受診

大学、製薬企業の
研究者など

認定事業者
匿名加工した
医療情報

守秘義務（罰則あり）の適用
厳格なセキュリティ下での管理

など

カルテ等の個々人の医療情報を匿名加工（※１）し、医療分野の研究開発での活用を促進する法律
医療情報の第三者提供に際して、あらかじめ同意を求める個人情報保護法の特例法（※２）

※１: 匿名加工： 個人情報を個人が特定できないよう、また個人情報を復元できないように加工すること

※２: 次世代医療基盤法についても、個々人に対する書面による事前通知が必要（本人等の求めに応じて提供停止可能）

病院、診療所など

医療情報

※厳格な審査項目に基づき国が認定

研究成果の社会還元
新薬の開発
未知の副作用の発見

など

次世代医療基盤法による医療情報の活用の仕組み

利用の通知受診利用の通知

※申し出により
提供停止が可能

研究現場での活用

社会への還元

厳格な管理と
確実な匿名化

資料１



認定事業者の概要

一般社団法人ライフデータイニシアティブ
(認定匿名加工医療情報作成事業者)

統括管理責任者：吉原 博幸
匿名加工・分析責任者：荒木 賢二
情報セキュリティ責任者：黒田 知宏

法人概要
設立日：2018年４月４日
所在地：京都府京都市左京区下鴨森本町15
特別顧問：井村 裕夫（京都大学名誉教授・元京都大学総長）
代表理事：吉原 博幸（京都大学名誉教授・宮崎大学名誉教授）

一般財団法人日本医師会医療情報管理機構
（認定匿名加工医療情報作成事業者）

医療情報等の取扱い業務の委託

統括管理責任者：長島 公之
医療情報取得・整理責任者：上野 智明
匿名加工医療情報提供責任者：朝長 大
匿名加工・解析責任者：工藤 憲一
情報セキュリティ責任者：工藤 憲一

ICI株式会社
（認定医療情報等取扱受託事業者）

日鉄ソリューションズ株式会社
（認定医療情報等取扱受託事業者）

医療情報等の取扱い業務の再委託

認定事業
認定日：2019年12月19日
契約施設：51施設（2021年９月現在）
収集医療情報：約72万人（2021年９月現在）
提供匿名加工情報：9件（2021年９月現在）

法人概要
設立日：2019年３月７日
所在地：東京都文京区本駒込６－１－21
代表理事：今村 聡（日本医師会副会長）

認定事業
認定日：2020年６月30日
契約施設：51施設（2021年９月現在）
収集医療情報：約25万人（2021年９月現在）
提供匿名加工情報：2件（2021年９月現在）

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
（認定医療情報等取扱受託事業者）

医療情報等の取扱い業務の委託



令和3年10月 WG設置

有識者、データ利活用者等からヒアリングを行いつつ、検討を進める。

次世代医療基盤法に係る検討（健康・医療ビックデータ二次利用ＷＧ（仮称）の設置）

３．当面の予定

１．背景・目的

2018年5月、次世代医療基盤法（※）が施行。
（※）医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律

同法附則において施行後５年見直しが規定（※）されていることから、健康・医療データ利活用基盤
協議会の下に健康・医療ビックデータ二次利用ＷＧ（仮称）（※※）を設置し、同法に基づく認定事業の
運営状況や課題等を踏まえ、見直しの必要性やその内容について検討を開始する。

（※）附則第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

（※※）座長は、宍戸常寿 東京大学大学院法学政治学研究科教授

医療情報の収集・加工・分析に関する事項
健康・医療ビックデータの利活用に関する事項
同法に基づく認定及び認定事業の運営に関する事項
その他、次世代医療基盤法の施行に関し必要な事項

２．検討事項
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３．その他（関連事項）

（２）マイナンバーカードでの

資格確認時の同意取得方法



マイナンバーカードでの資格確認手順
（顔認証付きカードリーダー）
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第４回健康・医療・介護情報利活用検討会
（令和２年10月21日）より抜粋



情報閲覧に係る同意取得方法
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画面サイズが５～８インチと小さいため、文字数等が制限される。 ※社会保険診療報酬支払基金より提供(一部改変)



全国の医療機関等が確認できるレセプト情報

第７７回社会保障審議会医療部会
（令和2年12月25日）資料５より抜粋
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